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厚生労働省のモデル就業規則では、副業・兼業について、これまでの許可制から届出制に変更するなど、政府がこれを推進
していく方向性が示されている。山口弁護士は、これまでの裁判例からも、このモデル就業規則の変更によって、許可制自
体が無効になるとは解されず、また、具体的な許可基準が定められていないことをもって、直ちに副業・兼業禁止規定が無
効となるものではないと指摘としている。もっとも、今後の労務管理においては、具体的な許可基準を定めることが妥当で
あるとし、どの様な許可基準を定めるかについては、各会社の業務内容に照らし、個別的に検討する必要があるとした上で、
一案として副業・兼業に関する規定例を示している。

副業・兼業の許可制は今後も有効だが
具体的な許可基準を定めることが妥当
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康夫） ─ 42●本誌読者アンケート ─ 49●今月の
資料室 ─ 56

アンケートへのご協力をお願い致します（49ページ）

＊＊本誌ご購読の皆様へ＊＊

ビジネスセミナー「労働塾」のご案内http://rouki.chosakai.ne.jp/
バックナンバーが閲覧できます!!

（今通常国会での成立目指し）労働関係の２本
の法案を相次いで上程／（30年の労働災害速
報値）死亡者数は前年同期比45人減少して880
人に／（厚労省・「地域発！いいもの」事業）技
能振興や技能者育成に役立つ９つの取組み選
定／ほか
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（厚生労働省調べ）

──────── 36

障害認定日に障害等級１級・２級
に該当する場合に支給

（編集部）
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─── 21●裁判例から学ぶ予防法務〈第51回〉

人的・物的な現状等から可能な限り
「合理的な範囲」での対応や配慮を

いなげやほか事件
（東京地裁　平成29年11月30日判決）

知的障害もつ従業員への暴言等と使用者責任の有無等

（弁護士・井澤慎次）

近年、安全配慮義務の範囲は広がってきているが、
120%の労力や多額の費用をかけることまで企業に要
求されるわけではない。あくまでも事案の内容に応
じた「可能な限りの合理的な範囲での対応や配慮」
が求められるのである。


